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Ａ．目的 

「健やか親子２１（第２次）」が開始されて

から 7 年が経過した。平成 25 年度に実施され

た「健やか親子２１」の最終評価等に関する検

討会において、母子保健事業の推進のための母

子保健情報の利活用が不十分とされ、「問診内

容等情報の地方公共団体間の比較が困難なこ

と」、「情報の分析・活用ができていない地方公

共団体があること」、「関連機関の間での情報共

有が不十分なこと」という課題が挙げられた。 

これらの課題を受け、平成 28～30 年度にお

いて「母子保健改善のための母子保健情報利活

用に関する研究」班（研究代表者：山縣然太朗）

本研究班は、令和元年 8 月に取りまとめられた「健やか親子２１（第２次）」の中間評価で

明らかとなった新たな課題の解決に重要と考える多職種、他施設間の連携を促進すべく、モデ

ル事業の実施や、連携に必要となってくる情報利活用をさらに促進させていくことを目的とし、

令和元年度から始まった。本稿では、本年度の母子保健情報を利用した「健やか親子２１（第

２次）」推進のための環境整備について報告する。 

 環境整備として、「乳幼児健診情報システムの改修」は令和 2 年度に完了している。「母子保

健領域の「知」のデータベースの構築」は、行政、専門家だけでなく一般も活用できる、科学

的根拠に基づいた新たなデータベースの構築を目指し、昨年度に「知」のデータベースを改称

して「子育て相談を支援するデータベース」とした。また、毎年更新している母子保健領域の

疫学研究の知見（文献）を中心とした母子保健・医療情報データベースについて、昨年度は、

目的、情報収集、掲載様式などの見直しを行い、システムの改修を行った。今年度は 173 件が

追加され、登録数が 6,103 件となった。 
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として、「健やか親子２１（第２次）」の課題で

ある母子保健領域における格差の是正および

母子保健情報利活用の推進のため、乳幼児健康

診査（以下、乳幼児健診）を中心とした市町村

事業のデータの利活用システムの構築と母子

保健情報利活用のガイドラインを作成するな

どして、母子保健情報利活用の促進に尽力して

きた。そして、令和元年度には「健やか親子２

１（第２次）」の中間評価が行われ、「十代の自

殺」「児童虐待」「妊産婦、産後の父親のメンタ

ルヘルス」など、多くの新たな課題が明らかと

なった。本研究班では、これまでの研究活動に

加え、新たな課題の解決に重要と考える多職種、

他施設の連携を促進すべく、情報利活用をさら

に促進させていくことを目的としている。 

本稿では、本年度の母子保健情報を利用した

「健やか親子２１（第２次）」推進のための環

境整備について報告する。本研究班では、「健

やか親子２１（第２次）の中間評価に資する課

題の整理」「母子保健領域の「知」のデータベ

ースの構築」「乳幼児健診情報システムの改修」

「全国へ普及可能な汎用性の高い利活用モデ

ルの構築」の 4 つに取り組むこととなっている。

環境整備として、「乳幼児健診情報システムの

改修」は令和 2 年度に完了している。「母子保

健領域の「知」のデータベースの構築」につい

ては、昨年度に「知」のデータベースを改称し

て「子育て相談を支援するデータベース」とし

た。また、毎年更新している母子保健領域の疫

学研究の知見（文献）を中心とした「母子保健・

医療情報データベース」について、昨年度は、

目的、情報収集、掲載様式などの見直しを行い、

システムの改修を行った。 

 

Ｂ．方法 

「母子保健・医療情報データベース」の利用

状況については、その内訳を把握する一つの指

標として、アクセス数を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究班は、山梨大学医学倫理審査委員会の

承認を得て実施した。 

 

Ｃ．結果 

「母子保健・医療情報データベース」について、

公開時に 2,337 件であったデータは、21 年間

のあゆみの中で毎年平均179件、2021年は173

件が追加し 6,103 件となった。また、データベ

ースへのアクセス数は毎月300～500程度であ

り、特定の期間内にサイトを訪れたユーザーの

数を表す指標であるアクティブユーザー数（期

間内、同じユーザーが何度サイトを訪問しても

1 とカウントする）をみると、2021 年は平均

して毎日 5 人、毎月 155 人に使用したことが

分かった。 

 

Ｄ．考察 

本研究班では、「健やか親子２１（第２次）

の中間評価に資する課題の整理」「母子保健領

域の「知」のデータベースの構築」「乳幼児健

診情報システムの改修」「全国へ普及可能な汎

用性の高い利活用モデルの構築」の 4 つに取り

組むこととなっている。 

環境整備として、「母子保健領域の「知」の

データベースの構築」は、行政、専門家だけで

なく一般も活用できる、科学的根拠に基づいた

新たなデータベースの構築を目指し、昨年度に

「知」のデータベースを改称して「子育て相談

を支援するデータベース」とした。また、毎年

更新している母子保健領域の疫学研究の知見

（文献）を中心とした母子保健・医療情報デー
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タベースについて、昨年度は、目的、情報収集、

掲載様式などの見直しを行い、システムの改修

を行った。今年度は 173 件が追加され、登録

数が 6,103 件となった。データベースへのアク

セス数やユーザー数は、多いとは言えないもの

の、本データベースの研究者や保健師等、専門

家向けのコンテンツという特色や、アクセスし

にくい環境である事を踏まえると、一年を通し

て利用者があり、一定のニーズがある事が伺え

た。今後も継続して更新を行っていく。 

 

Ｅ．結論 

 本稿では本研究班が今年度行ってきた母子

保健情報を利用した「健やか親子２１（第２

次）」推進のための環境整備について報告した。 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 

 


